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研究成果の概要（和文）：　本研究課題は「多極ネットワーク型コンパクトシティ」のあるべき姿を、実際の事
例調査を通じて追い求める研究を行った。都市の形態、住民の間で共有されている場所の意識などを都市の分析
に用いるのが本研究の特徴であり、この視点から見える現在の都市計画の問題点を本研究では論じた。特に立地
適正化計画をもっとも早く発表した箕面市をその歴史的変遷から分析し、現在、地方都市で進行しているコンパ
クトシティの問題点を指摘した。

研究成果の概要（英文）：　In this research project, we conducted case studies on regional cities in 
order to pursue the ideal form of compact cites with multipole networks. The characteristics of our 
study is to read cites from viewpoint of morphology, and include the residences conventional sense 
of place to our research. We discussed the problems in Japanese urban planning. In particular, we 
selected Minoh-city as our main case study, we have studied the history of the city and read the 
evolutional process, and pointed out the problems.

研究分野：建築・都市形態学

キーワード： スペース・シンタックス　箕面市　立地適正化計画　コンパクトシティ　都市形態学
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１．研究開始当初の背景
（１）新しいコンパクトシティとは
　本研究を申請した当時（2014 年度）、都市
計画分野では新しいコンパクトシティの型、

「多極ネットワーク型コンパクトシティ」が重
要なキーワードとして注目されていた。それ
は 2014 年 5 月に国会で可決した「都市再生
特別措置法」の改正案が大きな理由である。
　この時代まで、地方自治体が進めていた中
心市街地活性化では、一部の例外を除いて、
一つの市に一地区の中心市街地が設定され、
その中心市街地の振興に成功すれば、コンパ
クトシティが完成すると思われてきた。多く
の都市では、中心市街地は、JR や大手私鉄の
駅を含む、古くから商店街が形成されてきた
明治以来の旧市街に設定され、この中心市街
地に立地する “ 商店街 ” と郊外に展開される
車社会を象徴する “ 大規模小売店 ” との “ 対
立 ” が典型的な地方都市で議論されてきた都
市問題であった。
　この問題の解決が図られる、これが申請者
の当時の期待であり、それがどのような形で
進行するか、全国の事例が登場する流れに合
わせて、それらを分析していく。これが当初
の研究の目標だった。

（２）当初、想定していた「多極ネットワーク
型コンパクトシティ」の問題点
　後述するが、この当初の背景は、実際に全
国の地方自治体が政策化していく過程で本研
究が期待していた展開とは異なる動きを見せ
ることになる。このことは、当初から想定は
していた。
　なぜ想定していたのか。本研究が始まる前
から、木川はこれまで中心市街地の位置付け
を都市全体のネットワーク分析（スペース・
シンタックス）を行うことで研究してきた。
その際、既存の中心市街地の設定の仕方が、
それまでの慣習に基づくことが多く、都市全
体の機能を反映してないことを指摘してきた。
形態と機能の齟齬が、多極ネットワーク型コ
ンパクトシティによって大きくかわるのでは
ないか、それを木川は期待していた。その一
方で、国が立案し、立法化した中心市街地の
活性化策が実際に地方自治体によって具体的
な政策に練り上げられる際に、当初の理念を
十分に実現しない形で展開されてきたことを
これまでの研究で指摘してきた。今回のコン
パクトシティ像の転換においても同様の問題
が起こるのではないか、その危惧は申請の段
階から持っていた。

２．研究の目的
　本研究の目的は、多極ネットワーク型コン
パクトシティの研究であった。コンパクトシ
ティが「単極型コンパクトシティ」から「多
極ネットワーク型コンパクトシティ」へと大
きく変わり、これによって、これまでは都市
問題とされた、郊外大規模ショッピングモー
ルやロードサイドショップも積極的整備対象
とされ、既存の中心市街地にこれらを繋げる
都市全体のネットワークづくりが目指される
こととなるのではないか。しかし、これまで
の市街地振興政策と同様に、この新しいガイ
ドラインにも「都市形態」「都市カーネル」
の概念が含まれていない。そのため、国が示
す多極ネットワーク型コンパクトシティを成
立させるのは困難ではないか。本研究では、
木川の提案する「都市カーネル」そして都市
形態の概念を加えた「多極ネットワーク型コ
ンパクトシティ」のモデル導出の手法を構築
し、実際の地方自治体の政策決定の一助にな
ろうとするものであった。

３．研究の方法
　本研究は、研究目的である「都市形態」「都
市カーネル」の概念を加えた「多極ネットワー
ク型コンパクトシティ」の導出手法の構築の
ために、「実践的研究」「基礎的・理論的研究」

「フィールドワーク」の三本の柱を同時並行に
進めた。「実践的研究」では、主に政策決定の
プロセスやその内容の検証を行い、特に自治図1 多極ネットワーク型コンパクトシティ 3)
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体がどのように多極ネットワーク型コンパク
トシティを解釈し、実行に移すのかを読み解
く。「基礎的・理論的研究」では、都市カーネ
ルやスペース・シンタックスで導かれる数理
的形成規範から求められるコンパクトシティ
の理想形態を理論的に導出する。また、これ
らの分析結果を机上の理論に終わらせないた
めにも、フィールドワークを遂行して、その
土地固有の都市カーネルの導出、政策に書か
れた内容の裏付け、また数理分析の成果との
比較検証を行った。

４．研究成果
（１）研究当初との違い
　この二十年の間、地方都市では経済的に空
洞化した中心市街地の再生のために様々な施
策が繰り広げられてきた。しかし、実際には
その再生が進むどころか、その深刻さは年々
増している。このような状況に対して、国土
交通省は 2013 年から都市再構築戦略検討委
員会を開催し、都市再生特別措置法の改正案
を作成し、2014 年 5 月に国会で可決し成立
した 4)。これによって 1998 年から続いてき
たまちづくり三法に基づく、コンパクトシティ
の形成と市街地の振興のあり方が大きく転
換することとなり、2018 年 5 月 1 日現在で
407 の都市が立地適正化計画の具体的な取り
組みを行っている。
　これまでに地方自治体が進めてきた旧来の
中心市街地活性化策では、一部の例外を除い
て、一つの市に一地区の中心市街地が設定さ
れ、その振興を目的としてきた。多くの都市
では、中心市街地は、JR や大手私鉄の駅を含
む古くから商店街が形成されてきた明治以来
の旧市街に設定され、中心市街地に立地する
“ 商店街 ” と郊外に展開される車社会を象徴
する “ 大規模小売店 ” との “ 対立 ” が典型的
な地方都市の都市問題となっている。
　改正された都市再生特別措置法で目指され
る新しいコンパクトシティでは、高度成長期
に形成された郊外住宅地や大規模小売店など
の郊外型市街地も、コンパクトシティを構成
する都市機能誘導区域として整備対象となり、
“ 中心市街地 ” と連結するネットワークに組
み込まれる。「都市全体の構造を見渡しながら、
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居住者の生活を支えるようコンパクトなまち
づくりを推進する」4)、これが国策で目指す
多極ネットワーク型コンパクトシティである、
と書いてあり、木川もそのように理解してき
た。
　図 1 は、改正都市再生特別措置法が導く新
しいコンパクトシティを国土交通省の資料を
参考に図にしたものである。郊外型市街地に

「都市機能誘導区域」と呼ばれる重点的商業地
を設定し、それらを繋げるネットワークが整
備される。いわゆる団子（都市機能誘導区域）
と串（ネットワーク）である。
　しかし、このような当初の理念が展開され
た例は少ない。団子と串の一体化した都市像
が展開されるように見えて、実際にはゾーニ
ングの手法を超えていない。本研究では、そ
の理想像の研究を行うことが当初の目的で
あったが、様々な都市を分析するにつれて、
この自治体の計画がいったい、何を目指して
いるのだろうか、その分析へと目的は推移し
ていった。論文など、明文化した成果として
は発表していないが、三年間の間に以下の都
市の分析を行った。

（２）研究を行った都市
　本研究のために三年間の間に調査した都市
は訪れた順でいうと福井、敦賀、富山、長岡、
札幌、金沢、松本、大津、箕面、新潟、青森、
郡山、名古屋、小浜、甲賀、下関、松本、鹿
児島であった。それらの街の歴史、特に空襲
を経験している都市、城下町からの発展した
都市、戦後に急速に発展した都市の背景を調
査し、それらがどのように立地適正化計画に
織り込まれているのか、を分析してきた。
　そして、先に述べた、当初の理念との実際
の計画との矛盾。それを分析するために、箕
面市を主たるケーススタディとして論文にま
とめてきた。

（３）箕面市の研究
①箕面市
　 箕 面 市 は 大 阪 府 北 部 に 位 置 す る 人 口
134,238 人（2017 年 2 月末）の市である。
古くは西国街道の宿場町として形成され、
1910 年の箕面有馬電気軌道の開業をきっか
けに桜井住宅地や桜ヶ丘住宅地、百楽荘など
の郊外住宅地が開発され、大阪市のベッドタ
ウンとして発展してきた。市域としては南北
に広いが、中央山間地域によって北部地域と
南部地域が分断されている。南部地域は、古
くからの市街地である西部地域、イオン箕面
店などが位置する中部地域、彩都として開発
されてきた東部地域にわかれている。
　この南部の三つの地域は、大阪郊外の住宅
地として異なる時代に開発が進んだ経緯もあ
り、大阪市からのアクセス方法も地域ごとに図２ 箕面市の分析



異なり、それぞれに特色がある。古くからの
市街地であった西部地区には阪急箕面線沿線
地域として戦前から多くの住宅街が形成され
てきた。中部地域は戦前はそれまでの集落が
点在する田園地帯であったが 1960 年代、70
年代に大規模な開発が進み、現在、イオン箕
面店など郊外型商業施設が集積している。こ
こには 2020 年を開業目標に北大阪急行線が
延伸して新箕面駅が作られる予定である。東
部地区は 1998 年に大阪高速鉄道国際文化公
園都市線を軸に住宅街として開発されるはず
であったが、今は住宅地としてではなく産業
団地として物流の拠点となっている。
　古くからの市街地が西部地区であったこと
もあり、昭和の時代に商業の中心であったの
は、箕面駅周辺の商店街であった。この地域
の商店街の衰退は都市問題となっており、箕
面市はこの再生のために中心市街地活性化基
本計画を立てており、2015 年からは第二次計
画をスタートしている。第一次でも、第二次
計画でもイオン箕面店などの郊外型商業施設
は中心市街地の区域に含まれていない。中心
市街地活性化計画と同時に箕面市は立地適正
化計画を全国に先駆けて作成公表した（2016
年 2 月 15 日公表）4)。この計画では都市の中
心は新箕面駅周辺におかれ、都市拠点として
いる。この立地適正化計画について、箕面市
の上岡は「鉄道延伸の実現により間もなく “ 完
成形 ” となろうとしている」2) と、昭和 40 年
代に策定された第一次総合計画から想定され
た都市の形とし指摘している。
②スペース・シンタックス
　つまり、旧来の “ 中心市街地 ”、と立地適
正化計画において都市の中心と位置付けられ
る “ 都市拠点 ”。箕面市においてはこの二つ
の中心が並存している。さらに 40 年以上前
に計画された当時からこのような並存が計画
されていたと言う。本研究ではこの二つの中
心、がどのように形態的に説明できるかをス
ペース・シンタックスを用いて考察した。
　スペース・シンタックスはロンドン大学の
Hillier などが開発した都市解析手法とこの手
法を用いて導かれた都市理論である。都市街
路をAxial Lineと呼ばれるノードに置き換え、
位相関係から分析することに特徴がある 1)。
位相関係から数的にその街路の優位性を導き、
Integration Value（: Int.V.）が高いノードは
移動効率の良い街路となる。
　図 2 は箕面市の市街図を 1923 年、1967
年、2016 年と時代ごとにスペース・シンタッ
クスを用いて分析したものである。Global に
おいてはすべての街路を、Local においては
Radius を 2 に設定して Depth Map を用いて
解析した。1923 年の Local の解析結果を見
ると、箕面駅、桜井駅近くに高い Int.V. が見
られることがわかる。Global においても箕

面駅が高い Int.V. を持ち、都市形態上におい
ても箕面駅がこの時代においては中心であっ
たことが明確にわかる。しかし、1967 年ま
でに国道 171 号線が整備され、中部地域へ市
街地が拡大するとともに、この箕面駅の形態
上の優位性が低下する。Local において国道
171 号線が最も Int.V. が高く、それによって
Global においても箕面駅を中心とした市街地
から周辺部に効率上の中心が移動している。
この 171 号線によるネットワークは 2016 年
までにさらに強固なものとなり、もはや箕面
駅は中心ではなくなっている。
③箕面市の分析から読み取れること　
　形態から導かれる中心は箕面駅から新箕面
駅へとシフトしていることが分析結果からわ
かった。ここにおいては立地適正化計画は新
しい都市拠点を形態上の優位から導きだして
いるとも言え、理にかなっているように見え
る。しかし、一方で箕面市は中心市街地の区
域を維持している。これは「北大阪急行線の
新駅を都市拠点に据えた都市構造は、市とし
てめざす大きな目標ですが、これは、西部
地域や東部地域の地域生活拠点をより充実
し、各地域の特性を活かした総合力の高いま
ちをつくっていくこととセットでなければな
りません」2) とあるように行政としてこれま
での政策との整合性を優先した内容であり多
極ネットワーク型コンパクトシティの理念と
一致していない。つまり、箕面においては郊
外における新しい拠点を重視しつつ、既存の
中心市街地を活性化する。これまでの中心市
街地活性化策と大きな変化のない都市計画と
なっていることがわかった。そして、多くの
都市ではこれを立地適正化計画と呼ぶ、こと
がこれまでの研究でわかった。
④今後の展開
　本研究では、当初にコンパクトシティの次
世代の理想形態が生まれることを期待してい
た。しかし、それに関しては期待は裏切られ
たと言える。では、何の問題があるのか。そ
れは中心市街地活性化策の問題でもあった「都
市形態」の概念と「都市カーネル」の分析と
活用が十分ではないからである。本研究はひ
きつづき、それを地方都市における都市計画
にどのように生かすべきであるのか、実践的
な研究を続けて行きたい。　
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